	退　職　年　金　規　程


                   第１章　総　則
（目的）
第１条　この規定は、従業員の退職について年金支給制度（以下「この制度」という。）を実施し、その者またはその遺族の生活の安定に寄与することを目的とする。
（差別取扱いの禁止）
第２条　この制度においては、特定の者につき不当に差別的な取扱いをしない。
                   第２章　加　入
（適用範囲）
第３条  この規定は、次の各号に掲げる者を除く全従業員に適用する。
（１）役員
（２）嘱託
（３）臨時に期間を定めて雇い入られる者
（４）日々雇い入られる者
（５）停年までの予定勤続年数が１年未満の者
（６）特殊な勤務をする者（守衛・賄人・寮管理人・雑役人等）
（加入資格）
第４条　前条の者は、次の掲げる条件を満たしたときこの制度に加入する資格を取得する。入社したとき。
（加入時期）
第５条　加入資格を取得した者がこの制度に加入する時期は、加入資格取得後最初に到来する１２月１日とする。
                   第３章　給　付
第　１　節
（給付の種類）
第６条　この制度による給付は、次のとおりとする。
（１）退職年金
（２）退職一時金
（３）遺族一時金
（給付時期）
第７条  年金は、毎月３月、６月、９月および１２月の各１０日に、それぞれの前月分までを支給する。
２　一時金は、給付事由発生後すみやかに支給する。
（未支給の給付）
第８条　この制度により給付を受ける者が死亡した場合に、そのものに支給すべき給付でまだ支給しなかったものがあるときは、これをその者の遺族（その者が遺族のときは次順位の遺族。以下同じ。）に支給する。
（過払いの調整）
第９条　年金受給中の者が死亡し、遺族の受給手続きの遅延等により年金の過払いが生じたときは、これを遺族に支払うべき年金から差し引き調整する。
（遺族の範囲と支給順位）
第１０条　遺族の範囲および支給順位は、労働基準法施行規則第４２条ないし第４５条の規定を準用する。ただし、同順位の者が２名以上となる場合には、そのうち最年長者を代表者としてその者に給付を支給する。
（給付の制限）
第１１条　懲戒解雇された者には、この規定による給付を行わない。
（給付額の端数処理）
第１２条　この規定に定める給付額に１００円未満の端数が生じたときは、５０円未満はこれを切り捨て、５０円以上は１００円切り上げる。
（年金の一時支給）
第１３条　年金の受給資格を取得した者および年金受給中の者（以下「年金受給権者」という。）が次の各号の一に該当する事由により年金の一時支給を請求し、会社がこれを認めたときには、将来の年金の支給に変えて一時金を支給する。但し、請求の時期は、第１号及び第２号に該当する場合を除き年金支給開始後３年以内に限るものとする。
（１）災害
（２）重疾病、後遺症を伴う重度の心身障害（生計を一にする親族の重疾病、後遺症を伴う重度の心身障害または死亡を含む。）
（３）住宅の取得
（４）生計を一にする親族（配偶者を除く。）の結婚または進学
（５）債務の弁済
（６）その他前各号に準ずる事実
２　年金受給権者が死亡し、遺族が年金の一時支給を請求したときは、年金の支給の代えて一時金を支給する。
３　年金月額が１０，０００円以下の場合には、年金の支給に代えて一時金を支給する。
４　前各項による一時金の額は、年金月額に、支給期間からすでに年金を支給した期間を控除した期間（以下「残余期間」という。）に応じて代表に定める率を乗じて得た額とする。
　　　　　　　　　　　　　第　２　節　退職年金
（受給資格）
第１４条　加入者が次に掲げるところに該当したときは、その者に退職年金を支給する。
１、勤続２０年以上で停年により退職したとき
（給付額）
第１５条　退職年金額（月額）は、次のとおりとする。
１、基準給与に別表１に定める支給率を乗じた額
（支給期間）
第１６条　支給期間は、退職した月から１０年間とする。
２　前項に定める支給期間が満了する前に年金受給権者が死亡したときは、遺族に、残余期間引き続き同額の年金を支給する。
　　　　　　　　　　第　３　節　退職一時金
（受給資格）
第１７条　加入者が次に掲げるところに該当したときは、その者に退職一時金を支給する。ただし、退職年金に該当する場合は除く。
（１）勤続１年以上で停年により退職したとき
（２）勤続１年以上で停年に達する前に会社都合で退職したとき
（２）勤続３年以上で停年に達する前に自己都合で退職したとき
（給付額）
第１８条　退職一時金額は、次のとおりとする。
（１）前条第１号または第２条に該当したとき基準給与に別表２に定める支給率を乗じた額
（２）前条第３号に該当したとき基準給与に別表３に定める支給率を乗じた額
　　　　　　　　　　　　第　４　節　遺族一時金
（受給資格）
第１９条　加入者が次に掲げるところに該当したときは、その者の遺族に遺族一時金を支給する。
１、勤続１年以上で停年に達する前に死亡退職したとき
（給付額）
第２０条　遺族一時金額は、次のとおりとする。
１、基準給与に別表２に定める支給率を乗じた額
                   第４章　拠　出
（掛金の拠出）
第２１条　この規定に定める給付の財源にあてるため、適正な年金数理に基づき算定された所要の掛金は、会社が全額負担する。
第２２条　加入者が休職を命ぜられたときは休職となった月の翌月から復職した月まで会社は当該加入者と係る掛金（ただし、過去勤務債務等の償却、第２０条にさだめる遺族一時金給付に係る掛金を除く）の拠出を中断する。
                 第５章　制度の運営
（制度の運営）
第２３条　会社は、この制度を運営するために、法人税法施行令第１５９条に定める要件を備えた適格退職年金契約を次に掲げる法人との間に締結する。
１、明治生命保険相互会社
                   第６章　雑　則
（受給権の処分禁止）
第２４条　この制度により給付を受ける権利は、これを譲渡し、または担保に供することはできない。
（届出）
第２５条　この制度により給付を受ける者は、次の各号に掲げる書類を提出しなければならない。
（１）　住所、氏名及び印鑑についての届
（２）　年金または一時金受領方法についての届
（３）　受給権者であることを証明する書類
（４）　所得税法に定める必要な申告書類
（５）　その他会社が必要と認めた書類
２　前項により届け出た事項に変更があったときは、すみやかにその旨を届け出なければならない。
（期間の計算）
第２６条　この規定における勤務年数葉、次に定める方法により計算する。
（１）受給資格算定のための勤務年数は、入社した日から退職した日までのうち一年未満の端数を切り捨てた年数とする。
（２）給付額算定のための勤務年数は、入社した日から退職した日までのうち１カ月未満の端数日は切り捨て１年未満の端数月は６カ月以上を１年に切り上げ、５カ月以下をきりすてた年数とする。
２　次に掲げる期間は、前項の勤務年数に算入しない。
（１）停年を超えて勤務する場合その期間
（２）休職期間
３　次に掲げる期間は第１項の勤務年数に算入する。
（１）試用期間
（基準給与）
第２７条　この規定において基準給与とは、給与規定第１６条に定める本給のうち年齢給の５０％・職能給および給与規定第１７条に定める資格給の合計額（ただし、日給者については、日給の２３倍相当額とする。）とする。
２　掛金額算定の基礎となる基準給与は、毎年１２月１日現在のものを翌年の１１月末日まで適用し、給付額算定の基礎となる基準給与は、退職時のものとする。
（制度の改廃）
第２８条　この制度は、社会保障制度の状況・経済情勢等の変動に応じてその一部または全部を改訂または廃止することができる。
２　この制度が廃止された場合、退職年金契約に基づく積立金は、制度廃止日に加入者が退職したものとしたときの勤務年数に比例して、各加入者に配分する。ただし、年金受給権者に対する給付に必要な積立金は、これを配分することなく当該年金受給権者に継続して年金の支給を行う。
                            付　　　則
（制度実施日）
第１条　この制度は、平成○○年○○月○○日から実施する。
（経過措置）
第２条　この制度実施日にこの規定第４条に定める加入資格を有する者は、第５条にかかわらず、この制度実施日に加入するものとする
別　表　１

	勤続年数
	支給率
	勤続年数
	支給率

	　２０年
	０．０８０５
	　３３年
	０．１６１０

	　２１
	０．０９１２
	　３４
	０．１６１０

	　２２
	０．０９９８
	　３５
	０．１６１０

	　２３
	０．１０７３
	　３６
	０．１６１０

	　２４
	０．１１５９
	　３７
	０．１６１０

	　２５
	０．１２３４
	
	

	　２６
	０．１３２０
	
	

	　２７
	０．１３９５
	
	

	　２８
	０．１６１０
	
	

	　２９
	０．１６１０
	
	

	　３０
	０．１６１０
	
	

	　３１
	０．１６１０
	
	

	　３２
	０．１６１０
	
	


別　表　２

	勤続年数
	支給率
	勤続年数
	支給率
	勤続年数
	支給率

	　　１年
	０．３
	　１４年
	　　４．５
	　２７年
	１３．０

	　　２
	０．４
	　１５
	　　５．０
	　２８
	１５．０

	　　３
	０．５
	　１６
	　　５、５
	　２９
	１５．０

	　　４
	０．８
	　１７
	　　６．０
	　３０
	１５．０

	　　５
	１．０
	　１８
	　　６．５
	　３１
	１５．０

	　　６
	１．３
	　１９
	　　７．０
	　３２
	１５．０

	　　７
	１．５
	　２０
	　　７．５
	　３３
	１５．０

	　　８
	１．８
	　２１
	　　８．５
	　３４
	１５．０

	　　９
	２．０
	　２２
	　　９．３
	　３５
	１５．０

	　１０
	２．５
	　２３
	　１０．０
	　３６
	１５．０

	　１１
	３．０
	　２４
	　１０．８
	　３７
	１５．０

	　１２
	３．５
	　２５
	　１１．５
	
	

	　１３
	４．０
	　２６
	　１２．３
	
	


別　表　３

	勤続年数
	支給率
	勤続年数
	支給率
	勤続年数
	支給率

	　　３年
	０．３５
	　１６年
	　　３．８５
	　２９年
	１０．５０

	　　４
	０．５３
	　１７
	　　４．２０
	　３０
	１０．５０

	　　５
	０．７０
	　１８
	　　４．５５
	　３１
	１０．５０

	　　６
	０．８８
	　１９
	　　４．９０
	　３２
	１０．５０

	　　７
	１．０５
	　２０
	　　５．４３
	　３３
	１０．５０

	　　８
	１．２３
	　２１
	　　５．９５
	　３４
	１０．５０

	　　９
	１．４０
	　２２
	　　６．４８
	　３５
	１０．５０

	　１０
	１．７５
	　２３
	　　７．００
	　３６
	１０．５０

	　１１
	２．１０
	　２４
	　　７．５３
	　３７
	１０．５０

	　１２
	２．４５
	　２５
	　　８．０５
	　３８
	１０．５０

	　１３
	２．８０
	　２６
	　　８．５８
	　３９
	１０．５０

	　１４
	３．１５
	　２７
	　　９．１０
	
	

	　１５
	３．５０
	　２８
	　１０．５０
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